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I イシ γ 会？！？ょにtける資本の発行
1. イギリス会社法の性質













































































Act, 1951，「 1T｛要物資法」！Essential Commodities 
Act‘1955），「物品iJUi'i・価格法J(:Cupply出，d Pi ices 
of (;ood只 Act‘ 1950）等がある。
さ川こ民間企業に対L，資金をf-lt拾するどども
；二， それを資企面！J＇九統制していくための金融公










Cl 1) fr十、lIこ尚↑也似『!J,I＇、，1i）ザ，； I；』（ j iL: iJ 
1；喝 191i9(f ) , 82占、ン o
( L 2) 1. ,I:，バプl：「i円イ〕！宇β、c'；汗じみJ(','; （，え；： 1，’ 
1949；子〕， 340"
〔つ 3) ft：「Jr!iJ者（む：｛古rl，場）正，/i:；垂r!iJ:-£'; （以，；: !if) 
/) ',J; tr I, ;'.'; C,' C 
( d 4〕 N事(iドJ:.: ii, U不二・：.：＇IIt~ ，：た；，，：，；~ Iけてい品問：
さイ l .,  I，、ら 「、汗ノ戸ilJ :'elげ工とたj1fii'11,{1iξ。 t ＇.＂才 J
ち「1,:・t, ,' ! i" ,;'i仁川 j乙 i.~ j ・. I ＇ご I ,;., II~ , l / , ',
62 
！カ［手 ）＜ f,・ 支ええpfU芹（；（J:t／： ι叱 r!Jl.:\'•'r が {i clご，/J,'r°
1), こ：1 c'.，η説話、l持，Lt ・',E JI '.<'•1 '/l j'jrをf;'j <~• /, ! Iぞ号
～匙れ乙が本干げでL：「！民家 nff/i'rl・ Ti¥. i 7,J j卦｛， c') 
1｝；／.¢；干、とっ（，）§＇えてわくり
I fンド公社社iにおける資本の先行




































それ（士、第 1に‘ 会社が i資本It!体性j iこ之L




る l こと， さ「｝に法定社員数が限じれどおり，い
わふる r1入会社］が認められていたし、ことに衣


























































diはnRepuhlici ,151 i士、その前丈で「われわれイン されゐこと。（dj社会政策の究極的なR的の達成が
ド国民は， fンドの主権を右する民主共和白に組 このi廷で法人形式の営業組織が活動することによ
織し，その寸八ての公民に社会的守経済的および り助成され，妨げられないことJ( /! 8 ！と単なるr1i
政治的正義・.，，.を被保し..，.・.」といわゆる 典的な会社法の存在意義をこえたどころにおいて
「社会国家」烹たは「福祉国家」 J;{f¥!を育問L, L、るc さらに議会の審議の過程において， 当時こ
さらにそれを確保するための「国家約順守すべき の立法の責任者であった ShriDeslunukh iよ，会
政策の原則」として，第39条に，社会権的な規定 社法山口的合「公共部門以外の分野への私的投資
とともに「川社会の物民的資源の所有お上び管理 を促進L，合理的に保議するとともに，公共の善
を公共の福祉に最も適すあように配分十ること。 ( common goo，りのためにそれを規制する」 I.!]日）と
川経済制度ハ運営が公共に有害な富む上（｝生産手 し，社会的統制を認めている。このような統制は，
段の集中を来すことのたL、ようにするこヒ 」 ！よみてはお＼ 1のパターンも含まれるであろう。と
と具体的な規定をおいているc このような志訟の いうのは前期的資本家の会社制度の濫用を拶l0L,
規定をうけるよ〉のとして，ーかでは. 1948年、 1956 それを有効に運用するとし、うかぎりでは， なんら
年の， Z次にわたる「産業政策戸明jυiれ！が定め 上に述べたこととは；子盾しなし、からである。しか
られ、他かでは司現在にかたる主で 4次にわたる し［政府会社J( ;overnrnent company）に関する続
5カ年計画が制定され，実施され口、るぐこの両 定（617条～619条A)IパIO＼中央政府のi且民的利益iこ
「産業政策J!iVJ」iJ, 一定山相違はあるにしても， おし、てf村井（amal四 malion）を申し出る権限（3%条），
政府部門の企業をインドの経済発展山：踏とするこ お上び会社間貸付につL、ての規定 (370条），会社間
と，さらに民間部門；こっし、ては、 liH;(,11~王済発展 投資についての規定（372条）は，このような fHt~f－こ
に必要な限りで〆む＇）存在を認められ、 clJ二統制ィを より制定されたものと考えられる。
うけるといら点では共通する。 1956年‘会社法制 3. 会社の資本発行の問題
定のためυ）＇一会？上 i生；委員会」（仁ornpan
rm t《，e)i土， i主社法につU、て次のように定長す之So ;3 •i~，日論見書、別当および株式または社債に間
「会祉法は，主として子段（m山口引に関する点ので するその他の事項（55条～58条） J，「第4章，株式
あって，日的（ends）に関するものご1ぃ、どし、「｝二 資本および社依（82条～123条）Jに収められており，
とは真実でわらc ぞれは，組織， 'ti本、労働力、；特定 これはl94K年，イギ、リス会社法「者｝ 2章、株式資
山間連様式さ共f,]Lて行なわれ、 千三企業川本質を 本お上ぴ社債（：-l7条～94条）Jに相当する。
構！品する法人形式の企業経営のための法律的枠組 ｜両国の会社法のこれらの条文を比較検討してみ
を提供するごとを意図する」＇＇ L7υL元込し，このよ る~＇. ' f王Eんどはじとみてよし、もの 16条，だいた












































































とが C＇ず（ 618条〕、 1;r,.(rji;-i t、中央政府：.；叫任命ぎ
れて， /1'.i:" tfにJ :, L、てzl ：央政府し＇ll，）；科が強化.~ 1',, t; ') 
rr,19.Jミ）‘｛j三次t':L'riゾ、fr!,¥tiて.，，，、て￥，竹[iljがuをけよれ
ろ（619'1'.::A)o 二， eょうヨ 企業lt ,V （，－企工形院と
j•, .C ,I, '(f 本 I ：；寺山 .）） てとく可Wt ＇！’j に士·~·大
L ＇.‘方 rt,J＜それば只f本Itりには5カ午，；¥!1lilに，Jミ主れ口、
ζ1〕に［i']ける之、わの続出：）立法（「資本必行く流出：J＞泣、
「 ifilY~ ／：日すと・ :~~1J> iJ；」）（勺（同定に上る日持続fM，他
｛九11) 長i,f.:iJ' ; / i しノノ c;:~r11u (Iン了氏；叶ivl!¥,VI 
'"• ・I ノtit!, 1969＇ト）， 17～；35 , 
(7112) 'i 11・'!'.;f；『＇.＇ ’ス念的1rHトcl)i;~: ,': 』（Hえ
i県J, 19州 •r ). n、／o
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どL う＿－－＿つ／） }j ＇.＇震がとられてき f：りしたが、立）
てインド nj：米式会社：！｝I）庭内経済的基盤会保人う土
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Selections j 10川 the !.Jebates 011 the /{,;form of 
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ので， l＇日（）干 「資本is行 f流市j車接続〕止 j（宅れpital































































































































←！二と ~.fJ:1宋 L, それは投資統制政策（／ 1 E誌とし
て行なわれるべきはずであり，少なくと也 l%/i年
↓'J i'1fi ;1 l免除く－；－・：：：： tそ／）上うな性終を千1して！‘、た
'. 品、し伶；ニ述ィこるよ ；！ ；：『 1966 if山免除；，，i二L、た
Jてこ山主りな性格（上尖われるよう hこ足！；：イLるー





と（こi( ' Y ているっし力・Ll5条にιとペく，，＇み問委 n























1；不全 {Jし円、ること。無，Tl＼名tl；債（l刷 Eer debenture) 
は，.2,.!,, れたいじ償還i開設の延期がiぃj立される場fr,
はならなしソ】 その延WJに承j芯しない社f{lt弘行にけしては俄j_＇§＇「ると
H 普通株式資本と優先株式資本；の比ギ（原HIJ!: L L、う条件がfhtt,;/l,ζ〉〕ソ
て"1. I , J弘frに上 p どは 3 1まで認められ〆る）｝ i3J i「併，）>i易（，の資産計寸国（{tiltによる資本の不：当な
同優叱株式への配当および社｛t'i:干lj二｛－（不＂jiこ向く ノ幻1L企防ぐ）。
ないこと， 1／訂の以f「9.G%J:f_ f, i長－Itのお（；－ 7＜；：，以 （タ） 発i1'v)H~i C公募；，n場合一時にI王様の発frが行なわ
干〉。 t1ることを防ぐ）。
同 普 通新株発行 （＞） 価絡（プレ Lアムにつし、ての統 これらの）瓦準のうち，資本発行（統制）法の直朕
制）。 山Lli'乱すなわち希少な資本を国民経済的な立場
料 権 利発h山条件ι から統制するとヤうロ的に資すると考えられるの
（ト） ボーナス発行（発行後も払込み済み資本の20'¥,U、 は，（1), (11, (1~J, iタ）であり，二れにつし、て政府は，
上の準Ni'＆全科主J与L





















これ，， r／）免除令は，正当本発行（統制！J)y'-j; （＜•·箔 U 条，
第4条，第ら条の全規定の免除と，各個別の規定






































































































































































































































































































































































































































































































































































（！日1;,r) Capit,d l町 uesControl in India Reserve 
liank of lmli<1 /Julletin (J田rnary1967), p. 18. 


























































（ニヰ Industrial Finance Corporation (IFC), Indus・ 
trial State Financial Corporation (SIT), 
Madras Industrial Investment Corporation, 
Limited (MIIC), Industrial Credit and Inv日st幽
m日nt Corporation of India (ICICI), National 















































も負債の三分の l上り少なくないこと： II• 心
（ロ） 全額払込九 ii干み｛愛；！し床式資本が l~i1J｛払込み涜
み普a 通14：式資4三の；jうJ/Jl、tt）玄く fよ
1ノす 既f正／），討荒また；土資J主ぴ｝買収ノ＇）たよわ｛｝予量 i一1・,？ 
ある1:-,;(;-, そし’）寄lVJ・f存fiHj(hook ,alu,・, (,: ＝－ぇ ti:、
下、－ ¥, ' －」。
























れるっと十う ωい寸第 lに第 2表に掲げられてい
る上うに「政府会社jの増大である，， 1%6 fドリ）］
:m1 iでは， ；ーでに全企業のJム込資本数の，1].5%を
ιめて）＇； i)' lかもこれら山政府会社の l企業当
たけにり払込み済み資本；仁 公開会社内場合lO仰万
ル：デー， 私会止のJj｝合801()万 yレピーと，非政府







券取引所に上場されているこど。 制i土， J(')h日［ており， 1966年には，同年の資本部





法」，「産業〈開発・規制〉法」によって代交される）から， Capital Issues (Exemption) Amendment Order, 
間接統出lj（公私混合企k，金融公社によるじ・融資） [%(ii土， 免除klSiの金融公社主；として Industrial
に移行する一つの転除点： I~ Ji，ると推ζ』ぺきないで l levelopment Bank of IndiιI (IDBI), Shippi口氏
あろうか。 Development Fund Committte白（SDFC),Life In幽
もっとも銀行等に対する免除がなぜ行なわれた sur::mce Corporation of India (LICI), Rehab日ita・




化によ；1,; I:, l，資本誌1二（i'え制）法iこにミユザ；；BIJは重 り九%以下，担｛i'fo,Jt}合その干lj，むが 7.75%以ドであ
要性をもたなくなったと考えられる。 ること等の新しし、条件が追加されたen13」
なお，「1966年，資本発行（統i!l:J免除〉改正令」
第 2 表 政府会ネ｜；の払込資本 （ヰi位・ 1000万ルピー）




公開会社 公［治会社 私二三 ti: 小言，.
1957 18.9 53.9 72.6 695.7 日09.3 I〔,005.0 1,077.6 
(39) (:,5) [6.7] （日，771) (20,512) 93,,1〕 〔100〕
58 18 .0 2:-is.s 256.8 75／う岨6 29:1.9 l〔,049.5 1,306.2 
(41) (50) iリ.7〕 (8,2:iら） (19, c1:M) 80. :1, 〔1001
5リ 22.8 406.1 4L8.9 71'¥.' '.i :;04 .5 I〔,086.8 1,51:i.β 
(38) (66) 日付.3〕 17，じれ日j (19、Ull) 71 .7 〔1()1)
60 26.4 ,150.8 477.2 おJ .・¥ 1 3,'.'17. 4 ¥141 :i 1,618.7 
(37) (88) 〔29.5〕 (7,151) (19,621) 70.5〕 〔lOOJ
61 33.0 514.0 547.0 915.2 ,l56.3 l〔,271.5 1,818.5 
(39) (103) 〔30.1〕 (6,66:3) (19,344) 69.9〕 〔100〕
62 2:3.5 606.2 629.7 1,093.3 296.1 l〔,389 .4 2,019.1 
(41) (113) [:11 .2〕 ((i、：＼＇-J9) (18, 42'.') 68.8] 〔100]
63 27.4 728.4 755.8 1,170.6 :Q(l.リ I〔,500.5 2,25ti.:¥ 
(42) (ll8) [:n.5〕 (,;, 4（川） (19,05内） 66.5) (lOOJ 
frj 39.4 921.4 %0.8 iヲ：l:l5.7 ,)44.9 I〔,680.6 2,641.4 
(50) (126) [36.4〕 (6,476) (19,280) 63.6〕 〔100〕
65 51. 9 1,063.0 l〔,114.9 1,368.3 334.5 I〔,702.8 2,817.7 
(55) (128) 39.6〕 (6,473) (19,908) 60.4〕 〔100〕
66 64.8 1 182.9 1)47.7 l,3R5.7 却 4.2 小〔叶1②1内L旦［；明は；川総＼9計〕」i 2,9U (3月31日） , (61) (153) 42.5〕（fi,,111) (20,:lRS）〔100]付 36  , '.'.57 7 J , '2S    10云3 :101り 3,028.2
9月30H （臼） (157) C 11.5〕 Uiぃ亡）2) (20,5:12) 〔100〕
｜（ ）内は企業数 ｜ノ〔j制〕内（%）／は）総計 i( ）内は企業数 j 








s I リ i 10 
lrr;-rrlrr Yρr lrnnriSFCS 
度 Itl~f末） I＼込持tI tJ出t)1 ( 3(airミ）










































































I /I＇「I:J Retort of th.，’ J ml IゎII ia{ !,i, ,・,,sing Poliり’ lnq1ury ( ・川Jl/1/ilfr(Main Report), July 1969, p. 1らl.
(. i J ) Fiscal Commission. R,·j•川f !9°1.9.50, Vol. 
], p. 205. 
c n 2〕 Fi,:・alCommission, Rej>m・t J.'1,19 51. Vol 
Gt 3) lisc:al Commission, Report J.9-1/ 50, Vol. 
I, JI. :206. 
( I J〕 11.fathcw J. E ,t. For,・ig’J Jよnterjリゴsein 
l川 ！1 Laws and Polioc《代＇ h:ipt:I l lil: Univ. of 
C¥nrtli Carolina Press, 1%4：、 ]J.:1三日
（日） Communication K什 508叶，A/61, dated 
2nd February 196liご l一九of;: ;/ 1965 ;1・ .'¥1inistry of 
Finance，＇‘Capital Issues Control, a Booklet Contain-
ing Principles and Policy Followed in the Admin 
istration of the Capital Issues (Control) Act, 1947” 
，しれば， こじ）他に』没，＇／ •/1i Ji] (promotion expenses) 
:, iての上限その他が.！.＇. '.cl汁 i
( I (i) 1957年，免除 iJ .. l 1け（） '1 ルビーに引きJ:
. I ! lている。
( : 7〕“CapitalIssu凶仁川ltro l in India，＇’ Re-



































































d,r. 191i:l. : ,/J•;!L,f iこっし、て＇J、'fI，：’J , M¥11のい棄で
あるという批併が加えられている。 Nadda,Capital 
ltlarket in India (Patna: Bharati Bhawan, 1965), 
p. 12{i. 
〔/110) E品、tern Economist (March 18, 1966), 
ド 609.,. , : ,<'J｛；＇ 「：￥；長（Jli発・同地IJ）決j( -J ぺ、仁も
;1, /i /. fJ: ・: ,i:0-fi＇された。
〔 11) ;, ! iぉ（expl副rntion）：「；1i•/i ,t; (equity）正
; I. u i人 •:rr',;"fj盈株式資本，柄、Jに f [, ＇ア人， I'!rh糸






( , i J L) K. N. Mehrotra，“ Danks ¥Vear A New 
Look," 1-Janker (December 196（ヲ）， pp. 631～G:l9. 











このような刷同に〕バて主ま11会討山余地治hあ の作行 一そjLit土述の法規、 制度を牧芯するこ








の運用を険討して， ばじめてイ〉！？にわける｝亡間 り、 将来の謀閣であ乙とともに，識者の竺教子了てを
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